
青森県地域医療構想

資料 ６

平成３１年３月１８日
医療審議会

H31.2.20(水)17:30～
平成30年度第2回青森県地域医療構想調整会議（津軽地域）
アートホテル弘前シティ3階「アメジスト」にて



【高度急性期、急性期】

・各圏域の中核病院にお
ける高度医療、専門医療、
急性期医療の機能を高め
る。

【回復期、慢性期】

・中核病院と連携した救
急医療、回復期医療、へ
き地等地域医療、在宅医
療等を担う医療機関の確
保・充実

【在宅医療等】

・在宅医療の需要増加へ
対応するため、在宅医療
に取り組む医師や医療機
関を増やす。

・へき地等における新た
な受療体制の確保

地域医療構想を実現するための施策 病床機能報告と必要病床数の比較 病床機能分化の方向性

青森県地域医療構想の概要
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平成２９年度　病床機能報告の結果　津軽地域

１．圏域全体

・ H28→H29　急性期▲75床、回復期+109床、慢性期▲37床
・ 津軽地域のH29病床機能報告の病床数4,110床は平成37年における必要病床数3,139床から971
床多く、休棟中等の160床を差し引いてもなお多い。

－３－



平成２９年度　病床機能報告の結果　八戸地域

１．圏域全体

・ H28→H29 急性期▲60床、回復期＋15床、慢性期+1床

・ 八戸地域のH29病床機能報告の病床数3,567床は平成37年における必要病床数3,231

床から336床多く、休棟中等の329床を差し引くとほぼ同数となる。

－４－



平成２９年度　病床機能報告の結果　青森地域

１．圏域全体

・ H28→H29　高度急性期▲117、急性期 +62床、回復期 +92床、慢性期▲55床

・ 青森地域のH29病床機能報告の病床数3,708床は平成37年における必要病床数3,024床から684
床多く、休棟中等の171床を差し引いてもなお多い。

－５－



平成２９年度　病床機能報告の結果　西北五地域

１．圏域全体

　

・ H28→H29 急性期▲42床、回復期＋42床

・ 西北五地域のH29病床機能報告の病床数1,287床は平成37年における必要病床数804床から

483床多く、休棟中等の126床を差し引いてもなお多い。

－６－



平成２９年度　病床機能報告の結果　上十三地域

・　H28→H29　高度急性期▲6床、急性期+7床、回復期＋9床、慢性期▲13床

１．圏域全体

・　上十三地域のH29病床機能報告の病床数1,324床は平成37年における必要病床数1,176床から
148床多く、休棟中等の合計10床を差し引いてもなお多い。

－７－



平成２９年度　病床機能報告の結果　下北地域

１．圏域全体

３．前年度報告内容との比較

・H28→H29 回復期▲4

・下北地域のH29病床機能報告の病床数620床は平成37年における必要病床数453床から

167床多い。

・慢性期のうち在宅医療で対応可能とした167人/日分の在宅医療の整備が必要。

－８－



○ 設置形態
構想区域ごとに設置

○ 参画団体
（国のガイドラインで例示された参加者の範囲に構想区域内
の全病院と介護事業者団体を加えたもの）

医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、保険者協議会、
市町村
＋構想区域内の全病院（※精神科単科病院を除く）
＋介護事業者団体

※ 今年度(H30)調整会議事務局が担うべき機能を補完する観点
から、次の３名に国において制度化された地域医療構想アドバ
イザーに就任いただき、会議に出席いただいている。

① 青森県医師会 副会長 村上 秀一 先生

② 青森県病院事業管理者 吉田 茂昭 先生

③ 青森県立保健大学 特任教授 大西 基喜 先生

○ 役割
・各医療機関が自主的に取り組む病床の機能分化・連携に係る
進捗状況の共有

・自治体病院等機能再編成に係る進捗の確認
・知事が講ずることができる措置に定められた協議

○ 開催頻度
H28～H29 ：６構想区域年１回
今年度(H30)：６構想区域年２回

（第１回を８～９月、第２回を年明け２月）

青森県地域医療構想調整会議

調整会議の概要 構成メンバー例（構想区域：青森地域）
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団体名 支部等

1 医師会 青森市医師会

2 医師会 南黒医師会

3 歯科医師会 青森市歯科医師会

4 歯科医師会 南黒歯科医師会

5 薬剤師会 青森市薬剤師会

6 看護団体 県看護協会 東青支部

7 医療保険者 青森県保険者協議会

8 公的医療機関 青森市民病院

9 公的医療機関 青森市立浪岡病院

10 公的医療機関 平内町国民健康保険平内中央病院

11 公的医療機関 外ヶ浜町国民健康保険外ヶ浜中央病院

12 公的医療機関 青森県立中央病院

13 公的医療機関 （独）国立病院機構青森病院

14 公的医療機関 国立療養所松丘保養園

15 民間病院 （公財）鷹揚郷腎研究所青森病院

16 民間病院 （社）慈恵会青森慈恵会病院

17 民間病院 （一財）双仁会青森厚生病院

18 民間病院 （医）雄心会 青森新都市病院

19 民間病院 芙蓉会病院

20 民間病院 村上病院

21 民間病院 村上新町病院

22 民間病院 浪打病院

23 民間病院 あおもり協立病院

24 民間病院 佐藤病院

25 民間病院 （福法）敬仁会青森敬仁会病院

26 介護事業者 （公社）青森県老人福祉協会

27 介護事業者 （公社）青森県老人保健施設協会

28 市町村 青森市 国保・介護担当課

29 市町村 平内町 国保・介護担当課

30 市町村 外ヶ浜町 国保・介護担当課

31 市町村 今別町 国保・介護担当課

32 市町村 蓬田村 国保・介護担当課

所属
No 属性



公 立 病 院 →新公立病院改革プラン（総務省）
公的医療機関等→公的医療機関等２０２５プラン（厚生労働省）
その他医療機関→病院プロフィールシート（青森県独自）
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地域医療構想を着実に進めるためには、各病院の機能や
役割、今後の方向性等を関係者で共有することが必要。

個別の医療機関ごとの具体的対応方針の決定への対応
(H30.2.7付け医政地発0207第1号「地域医療構想の進め方について」抜粋)

地域医療構想調整会議において、構想区域の医療機関の診療実績や将来の医療
需要を踏まえて、遅くとも平成３０年度末までに平成３７（２０２５）年に向けた対応を協
議すること。

※開設者の変更を含め構想区域において担うべき医療機関としての役割を大きく変更する病院などの場合に
は、今後の事業計画を策定することとされている。



青森県立中央病院作成
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【参考】病床機能報告の速報値 ※１ H30、H37の病院の病床数は病院プロフィールシートから転記したもの。
※２ H30、H37の有床診療所の病床数はH29報告数を据え置いたもの。
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１ 経緯

病床機能報告の結果の分析について

＜病床機能報告の４機能＞ ＜地域医療構想（必要病床数）の４機能
＞

● 主観的（定性的）な区分
→各医療機関の自主的な選択に依拠

● 客観的（定量的）な区分
→医療資源投入量（診療報酬点数等）に応じた区分

● 病棟を単位とした区分
→同じ病棟の中に様々な病期の患者が混在している。

● 日々の患者を単位とした区分
→同じ病棟にいても、日ごとに区分が変わる。

（実際には）急性期や慢性期を担うものとして報告された病棟においても、回復期の患者が一定数入院し、回復
期の医療が提供されている。

（にもかかわらず）回復期機能を担う病床が各構想区域で大幅に不足していると誤解させる事態が生じている。

国は、病床機能報告の結果について、詳細な分析や検討を行うことを求めている。

※ なお、平成３０年度の病床機能報告では、高度急性期・急性期に関連する医療が全く確認できない病棟を同機能として報告する場合に
は、具体的医療行為名と実績を記載しなければならないこととなっている。

異なる

異なる

参考１（H30.8.16付け医政地発0816第1号厚労省医政局地域医療計画課長通知）



３ 新たな分析の目的

● 病棟ごとの医療提供内容を分析し、圏域単位で可視化することにより、地域医療構想調整会議における議論を活性化さ
せるとともに、病床機能の分化・連携に向けた自主的な取組の推進に役立てる。

● 医療機関が病床機能報告において４機能区分の判断に迷った際に一つの目安とすることができる。

２ 本県のこれまでの取組

本県では既に以下のとおり独自の分析を行い、結果を調整会議で報告しているが、今回②について、病棟ごとの新たな分
析を試みた。

① 「特定の一月のおける入院患者等に関する調査」を実施し、病床機能報告における４機能の病床数と実際の入院患
者への医療資源投入量を基に区分した４機能の病床数を比較した。

② 毎年度の調整会議において、病床機能報告の手術件数や救急車の受入れ件数など主に急性期の医療提供内容に関
する項目について、独自の基準で区分し、４医療機能区分との相関を検証している。

① ②

14
今回作成した条件（基準）を実際に病床機能報告を行っていただく際のルールとするものではありません。
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４ 新たな分析の方法

平成２９年度病床機能報告において急性期と報告のあった病棟について、他県の分析方法を参考に平均在棟日数と医療
提供内容を基に、急性期１（急性期相当）と急性期２（回復期相当）に分類し、必要病床数との比較を試みた。

Ａ：佐賀県方式 平均在棟日数＜２２日（※）
（※）１０対１入院基本料の算定要件である平均在院日数２１日以内

（切り上げ後）の基準に幅を持たせたもの。

Ｂ：大阪府方式 治療実績が多く、看護配置が少なくなるに伴い、
件数が大幅に減少している４項目について、５０床あたり１日の
状況を基に、以下のとおり区分。
（Ｂ－１～Ｂ－４のうち、いずれか１つを満たせばＢ項目はクリア）

Ｂ－１：手術の状況【手術総数（算定回数）】≧１
Ｂ－２：がんへの対応状況【化学療法の実施状況（算定日数）】≧１
Ｂ－３：救急医療管理加算【救急医療管理加算の基準・要件を満たすレセプト件数】≧１
Ｂ－４：呼吸心拍監視算定件数【呼吸心拍監視（３時間超７日以内）の算定回数】≧２

条 件 区 分

AもBも満たすもの 急性期１（急性期相当）とみなす。

それ以外 急性期２（回復期相当）とみなす。

５ 分析結果
（県合計） 【考察】

・急性期と報告のあった病棟の一部が急性期２（回復
期相当）に区分され、現状においても回復期相当の
医療が一定程度、提供されていることが推察される。


